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第4期医療費適正化計画と
フォーミュラリーなど

衣笠病院グループ
理事 武藤正樹
よこすか地域包括推進センター長



社会福祉法人日本医療伝道会 衣笠病院グループ

衣笠病院グループの概要

■神奈川県横須賀市（人口約39万人）に立地

■横須賀・三浦医療圏（4市1町）は人口約70万人

■衣笠病院許可病床198床 ＜稼働病床194床＞

■病院診療科 ＜〇は常勤医勤務＞

〇内科、神経科、小児科、〇外科、乳腺外科、

脳神経外科、形成外科、〇整形外科、〇皮膚科、

〇泌尿器科、婦人科、〇眼科、〇耳鼻咽喉科、

〇ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科、〇放射線科、〇麻酔科、〇ホスピス、東洋医学

■病棟構成

DPC病棟（50床）、地域包括ケア病棟（91床）、回復期リハビリ病棟（33床）、ホスピス（緩和ケア病棟：20床）

【2021年9月時点】
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■併設施設 老健（衣笠ろうけん）特養（衣笠ホーム）訪問診療クリニック 訪問看護ステーション
通所事業所（長瀬ケアセンター）など
■ グループ職員数750名
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パート１
医療費適正化計画とは？



第3期からは6年
2008年









2003年



平均在院日数と老人医療費
（入院）の相関



2008年～2012年



第2期より
後発医薬品
が加わる

2013年～2017年



第3期医療費適正化計画 2018年～2023年（6年間）

第３期より
医薬品適正使用
が加わる











パート２
第4期医療費適正化計画

2024年～2029年



社会保障審議会医療保険部会
2023年6月29日

















パート３
後発医薬品の使用促進



2024年



80％未達
18都県



ジェネリックカルテによ
る都道府県格差是正

ジェネリックカルテ（協会けんぽ）
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④外皮用薬（湿布薬等）＜影響度▲2.73%＞
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②小児（0～19歳）＜影響度▲0.69%＞

＜４＞ 分野ごとのジェネリック医薬品使用割合に係る戦略的データ分析

■ 以下４分野の使用割合が平均値まで改善すれば、協会けんぽ全体の使用割合は＋5.49％。
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①診療所（院内）、大学病院 ＜影響度▲1.75%＞
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③医療業・保健衛生（病院等）＜影響度▲0.32%＞

（注）円の面積は医薬品数量（先発医薬品+後発医薬品）の数量を表す。



協会けんぽのジェネリック医薬品使用促進に向けた取組の全体像

＜４＞ 分野ごとのジェネリック医薬品使用割合に係る戦略的データ分析

＜２＞ 『ジェネリックカルテ』を用いた支部間格差の解消

＜３＞ 「見える化」ツールに基づく医療機関・調剤薬局へのアプローチ

＜１＞ ジェネリック医薬品軽減額通知サービス

■ 他の保険者に先駆けて、平成21年度から導入
■ 通知対象者の４人に１人が切替えを行い、累計の財政効果は約873億円

■ 支部ごとの使用割合を見ると、依然として20％ポイントもの格差が存在
■ スコアリングレポートである『ジェネリックカルテ』で支部ごとの阻害要因を「見える化」し、
対策の優先順位とメリハリをつける

■ 協会けんぽのビッグデータを活用し、医療機関・調剤薬局ごとに、使用割合や地域内
での立ち位置を「見える化」するツールにより、個別アプローチを実施

■ 新たなデータ分析により、使用割合のボトルネックとして、①診療所(院内)、大学病院、
②小児、③医療業、保健衛生業（病院等）、④外皮用薬(湿布薬等)が判明

■ これら４分野の使用割合が平均値まで改善すれば、全体の使用割合は＋5.49％
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注．加入者の適用されている事業所所在地別に集計したもの。

全国計：74.3%

(%)

■ 協会けんぽ各支部のジェネリック医薬品使用割合をみると、依然として約20％ポイントの

格差が存在するため、地域ごとの阻害要因を踏まえた対策が不可欠。

約2
0

％
ポ
イ
ン
ト

＜２＞ 『ジェネリックカルテ』を用いた支部間格差の解消①
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【医療機関の視点】

院外処方ジェネリック医薬品使用割合

偏差値 指標数値
影響度

05 秋田 52 68.9 45 57.5 - 0.5 57 79.1 + 0.0 60 65.1 + 0.2 36 51.8 - 0.9 61 16.4 51 71.1 + 0.4 60 73.9 + 1.2 46 69.4 - 0.8 53 45.2 55 16.9

13 東京 40 64.3 40 55.1 - 0.9 53 77.9 + 0.0 39 48.9 - 0.4 39 53.1 - 0.6 60 17.3 37 66.0 - 3.9 39 66.0 - 0.9 37 66.0 - 3.0 39 38.8 38 23.1

22 静岡 53 69.4 47 58.9 - 0.3 52 77.8 + 0.0 51 58.1 + 0.0 45 56.7 - 0.4 53 21.8 55 72.3 + 1.3 53 71.1 + 0.2 55 72.6 + 1.1 61 48.3 33 25.0

ジェネリック医
薬品使用割
合（全体）

病院

【患者の視点】

加入者ジェネ
リック拒否割
合

一般名処方
率

院外処方

診療所

院内処方

入院
病院

院内処方ジェネリック医薬品使用割合

外来

診療所

院内処方率

都
道
府
県

都道
府県
名

■ 協会けんぽ独自の取組として「ジェネリックカルテ」を作成し、地域ごとの阻害要因を「見える化」。支部ごとに対策

の優先順位を付け、それに応じてマンパワーを重点配分し、取組のコストパフォーマンスを高める。

＜ジェネリックカルテ(H29.4）＞ 緑色：偏差値50以上の項目 赤色：偏差値50以下の項目 ※色が濃いほど偏差値が高い（低い）

＜分析と対応例＞

・ 秋田：院内・院外処方共に診療所の使用割合が低い。特に院内処方は影響度▲0.9％ポイント。

⇒ 自治体や関係団体と協同し、医療関係団体への働きかけ

・ 東京：ジェネリック医薬品の使用促進に繋がる一般名処方率が低く、それに伴い院外処方の使用割合が低い

⇒ 医療機関に対して診療報酬上の加算等を説明するほか、他機関の加算取得状況との比較を示し、一般名処方の推進を依頼

・ 静岡：加入者のジェネリック医薬品拒否割合が高い

⇒ 加入者に対して、窓口負担の軽減等の周知、ジェネリック医薬品の品質や安全性に係る情報提供

＜２＞ 『ジェネリックカルテ』を用いた支部間格差の解消②
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※貴医療機関から応需した院外処方レセプト件数が10件以上ある施設を表示しています。

No. 薬局名

　協会けんぽ加入者の方の平成28年4月分のレセプトを分析し、貴医療機関から発行された処方箋が多く持ち込まれ

た薬局上位10施設の医薬品処方情報について、ジェネリック医薬品を中心に示しています。「どの薬局で処方された

か」や「処方に基づく調剤状況」について、把握することができます。

院外処方における地域薬局の医薬品処方情報

うち、ジェネリック医

薬品の処方数量

ジェネリック医薬品処

方割合

(％)

うち、ジェネリック医

薬品のある先発医薬品

の処方数量

平成28年4月の院外処

方レセプト件数

(協会けんぽ加入者)

(件)
処方数量全体

平成28年4月の院外処方レセプトに基づく調剤状況

1,042

229

49
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○○薬局

○○薬局

○○薬局

○○薬局

○○薬局

16

11

129,085

28,538

4,242

1,765

842

19,630

4,964

435

491

10

11,114

2,552

421

671

73.5%

69.1%

85.4%

46.2%

91.0%

54,326

■ 協会けんぽが保有するビッグデータを活用し、医療機関・調剤薬局ごとのジェネリック医薬品

使用割合や地域内での立ち位置を「見える化」して個別にアプローチ。平成29年度はこの「見

える化」ツールを全国で11,638医療機関、26,609調剤薬局へ配布。
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薬効分類別
処方割合を
「見える化」

＜３＞ 「見える化」ツールに基づく医療機関・調剤薬局へのアプローチ

自院の処方に基づく調
剤状況を提供

◆貴医療機関 ●東京都内の医療機関

＜「見える化」ツールのイメージ＞

地域内での
立ち位置を
「見える化」

≪薬局向けツール≫

≪医療機関向けツール≫



ジェネリック医薬品80%目標達成に向けた協会けんぽの提案

地域ごとの特性を踏まえた対応の提案

制度上の施策や全国統一的な対策の提案

■ 市販品類似薬は医療保険の給付対象外に
⇒ 湿布薬等のような外皮用薬が使用割合を大きく引き下げているが、そもそもこうしたOTCで買える医薬品は給付対象外とすべき。

■ 保険償還価格の適正化（保険償還価格はジェネリック医薬品の薬価までとする）
⇒ 効果等が同一にもかかわらず金額の高い先発品を選ぶ場合の差額は自己負担。ただし、医療上の判断がある場合等は除く。

■ 公立・公的病院、大学病院におけるジェネリック医薬品使用割合の公表
⇒ 医療機関の設置主体によって使用割合は大きく異なり、ジェネリック医薬品の使用が医療上の判断に基づくものとは理解し難い場合もある。

■ ジェネリック医薬品の使用割合が低い医療機関・薬局に対する診療報酬の減算規定の適用
⇒ ジェネリック医薬品を積極的に処方する場合の診療報酬上の加算だけでなく、使用割合が極めて低調な医療機関等に対する減算規定を創設。

■ ジェネリック医薬品の品質検証結果の公表
⇒ ジェネリック医薬品の品質に懸念がある場合等に行う品質検査の結果について、一般の方に分かりやすい情報を公表する。

■ 地方厚生局や都道府県との協同で地域医師会等への働きかけ
⇒ 地域医師会や医療機関・薬局に対して、地域での使用割合等の立ち位置を示すデータをもとに，関係機関と協同して働きかけ。

■ 地域ごとのジェネリック医薬品のフォーミュラリーの作成
⇒ ジェネリック医薬品の安定供給や品質面での懸念を払拭するため、地域ごとの汎用ジェネリック医薬品リスト（フォーミュラリー）を作成。

■ 地域ごとのデータ分析結果の公表
⇒ 地域における医療機関や薬局のジェネリック医薬品の使用状況や薬の種類ごとの使用割合について、他の都道府県と比較して広く情報発信。

【前 提】

ジェネリック医薬品は先発医薬品と効果等が同一であり、医療上の理由を除けば先発医薬品を選ぶことは選択の問題。
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後発品の金額ベースの
シェア率の新たな目標

金額ベースのシェア率は薬価改定の影響を受け
るため、設定をどうするのか？

2023年度中
に決定し、
2024年より
実施３ねん





第4期医療費適正化計画
と後発医薬品

①後発医薬品使用の全ての都道府県
で80％以上を達成
②金額ベースの新目標？60％以上？



パート４
バイオシミラーの

使用促進

インフリキシマブ



8060目標



〇は80％以上置き換わった成分





インフリキシマブ、
ソマトロピンが普及が
遅れている理由

高額療養費と公費負担のため・・・



バイオ
医薬品

46

高額療養費・公費負担のカベ



1998年

47

原因のひ
とつはバ
イオ医薬
品



高額療養費制度のため、バイオシミ
ラーを使って自己負担分を軽減すると
いう患者側の動機付けが働かない・・
バイオシミラー
のほうが
安いですよ！

自己負担分が
変わらないの
なら、先行バ
イオ医薬品で
お願いします

バイオ医薬品は
高額であるため
高額療養費制度
の適応となる。
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インフリキシマブ
• TNFαモノクローナル抗体

•関節リュウマチ、クローン病、潰瘍性大腸炎な
ど
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インフリキシマブBS
（レミケードバイオシミラー）の事例

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

1 2 4 6 8 10 12

レミケード

インフリNK

患者は1回の支払
額が1.6万円軽減高額療

養費

患者負担 年間10万円負担減

リウマチ 体重50kg 2バイアル使用 初回のみ
月2回投与以降8週毎 所得一般

先行品

バイオシミラー

薬剤費 年間 43万円削減

クローン病・潰瘍性大腸炎 体重50kg ３バイア
ル使用 初回のみ月2回投与以降8週毎 所得一般

公費助成

薬剤費 年間 65万円 削減

患者へのメ
リットなし
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低身長症に使用する
ヒト成長ホルモン剤は公費負担

こう51



成長ホルモン製剤
体重40kgの患者の年間薬剤費(薬価)比較

5
2

円

3,507,212 
3,298,596 

2,761,894 2,746,747 

1,839,144 1,740,138 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

N社10mg J社8mg E社12mg P社12mg M社8mg S社10mg

最も高い薬と安い薬との差額
180万円

バイオシミラー
製剤 薬価（円）/m g 製剤 薬価（円）/m g

N社10m g 9,609 P社12m g 7,525

J社8m g 9,037 M 社8m g 5,039

E社12m g 7,567 S社10m g 4,768 ※薬価は2014年4月薬価改定後

※治療期間は通常5年位続けます。

Ｐ社

Ｎ社

Ｊ社

Ｅ社

Ｍ社Ｓ社

成長ホルモンの
市場は600億円、
そのうちバイオ
シミラーの市場
シェア（数ベー
ス）はなんと１．
４％！



高額療養費、公費負担でバ
イオシミラーを選択すれば
自己負担を減免しよう！

健保組合であれば自己負担分の還付で

明日からでもできる



バイオシミラーの医療費削減額推移
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第4期医療費適正化計画と
バイオシミラー

都道府県別バイオシミラー新目標
「8060目標」の導入と参考値としての

医療費削減額の表示



18％ 60％

バイオシミラーによる医療費削減効果も
参考数値としては？



パート５
フォーミュラリー



2021年骨太の方針に
フォーミュラリーが記載



骨太の方針2023

• 創薬力強化に向けて、革新的な医薬品、医療機器、再生医療等製
品の開発強化、研究開発型のビジネスモデルへの転換促進等を行
うため、イノベーションの評価などの更なる薬価上の措置、計画
の推進を通じた情報基盤の整備や患者への還元等の解析結果の利
活用に係る体制整備

• 大学発を含むスタートアップへの伴走支援、臨床開発・薬事規制
調和に向けたアジア拠点の強化、国際共同治験に参加するための
日本人データの要否の整理

• 小児用・希少疾病用等の未承認薬の解消に向けた薬事上の措置と
承認審査体制の強化等を推進する。

• さらに、新規モダリティへの投資や国際展開を推進するため、政
府全体の司令塔機能の下で、総合的な戦略を作成する。

• 医療保険財政の中で、こうしたイノベーションを推進するため、
長期収載品等の自己負担の在り方の見直しなどを進める。

• OTC医薬品・OTC検査薬の拡大に向けた検討等によるセルフメディ
ケーションの推進

• バイオシミラーの使用促進、後発医薬品等の安定供給確保、後発
医薬品の産業構造の見直しを図る。

。

フォーミュラ
リーの記載は
ない



















地域医療連携推進法人 日本海ヘルスケアネット
2018年1月



地域フォー
ミュラリーを
作成





ちょうかいネット



ちょうかいネット登録医療機関

• ◆医療情報開示病院
地方独立行政法人山形県・酒田市病院機構 日本海総合病
院
医療法人健友会 本間病院
鶴岡市立荘内病院
鶴岡地区医師会（Net4U）
医療法人徳洲会 庄内余目病院
やまがた健康推進機構 庄内検診センター（酒田市、遊佐
町、庄内町国保）
山形県立中央病院

◆医療情報閲覧施設
インターネット回線のある医療機関であれば登録できます。
今後拡大していく予定です。登録医療機関については「参
加施設」のページで最新の状況が閲覧できる

• ◆調剤情報共有システム

医療機関、保険薬局の調剤情報を共有する情報システム



地域フォーミュラ
リーの作成基盤

地域の調剤情報共有

システムが必要



日本調剤のフォーミュラ
リーへの取り組み



日米共同ＰＢＭシンポジウム
（ファイザーヘルスケアリサーチ振興財団）

2012年9月9日国際医療福祉大学大学院(東京青山）



日米ＰＢＭシンポジウム
(ファイザー・ヘルスケアリサーチ振興財団）

•米国側
• Gregg L. Mayer氏 Gregg L. Mayer & Company代表取
締役

• Clifford L.Wong氏 カイザーパーマネンテ元薬剤部
長

•日本側
• 池田俊也氏 国際医療福祉大学薬学部

• 亀井美和子氏 日本大学薬学部

• 三津原庸介氏 株式会社ファーマベネフィット



薬剤給付管理とは？
PBM（Ｐｈａｒｍａｃｙ Ｂｅｎｅｆｉｔ Ｍａｎａｇｅｍｅｔ）

•保険者、製薬企業、医薬品卸、
薬局、医療機関、患者といった
様々な利害関係者の間に立って、
医薬品のコストや薬物治療管理
の観点から薬剤給付の適正マネ
ジメントを行うこと



PBM(薬剤給付管理）会社

民間保険者 製薬企業

PBM会社

診療所
病院

調剤薬局

患者

フォーミュラリー

①使用薬指定
②自社製品登録
③医薬品使用審査
④処方せん変更要求
⑤薬剤情報の提供
⑥薬歴情報の蓄積
⑦処方せん発行
⑧服薬指導・予防
⑨処方



薬剤給付管理（PBM）

•薬剤給付管理（ＰＢＭ：Pharmacy Benefit 
Management）

• PBM会社は米国では150社あり、上位３社で市場
シェア70％を占める

•薬局チェーンが経営するPBM会社や、MerckやLilly
などの製薬企業が保有するPBM、保険会社が経営
するもの、卸出身など、所有形態、サービス形態
は多様である。 

•最近の傾向は、「薬局＋PBM＋医療保険」の組み
合わせが優勢



米国のPBM大手３社

•①エクスプレス・スクリプツ（ESRX）
―米国シェア1位のPBM 薬局グループが
保有するPBM会社

•②CVSヘルス（CVS）
―PBMシェア第２位であり、全米2強の薬
局チェーンと垂直統合した。

•③オプタムRx
• 米国医療保険最大手のユナイテッドヘルスグ
ル（UNH）が、PBMの一つのPBMのカタマラン・
コープを買収

• ④プライム・セラピューティクス
―Prime Therapeutics

https://www.americabu.com/express-scripts
https://www.americabu.com/cvs
https://www.americabu.com/unitedhealth


フォーミュラリー（Formulary)
（推奨医薬品リスト）

•フォーミュラリー
• PBM会社が保険者に代わって，臨床的，経済的な見
地から高品質でかつ安価な薬剤を選択し，保険者に
推奨する医薬品リストのこと

•フォーミュラリーにより米国では、ジェネリッ
ク医薬品の普及した。
• 日米PBMシンポジウムでも米国側から、「フォー
ミュラリーがなければ米国のジェネリックシェア率
はヨーロッパ並みだっただろう」との発言あり



日米ＰＢＭシンポジウム
ファイザーヘルスリサーチ振興財団（2012年9月9日青山）

ＰＢＭ：Ｐｈａｒｍａｃｙ Ｂｅｎｅｆｉｔ Ｍａｎｅｇｅｍｅｔ（薬剤給付管理）

米国にフォーミュラリー
がなかったら

米国のジェネリック医薬
品の普及率はヨーロッパ
並みだっただろう



フォーミュラリー①
（推奨医薬品リスト）

•フォーミュラリーの作成プロセス
• PBM会社の社内で文献，治験データ，臨床データ，
診療ガイドラインなどの資料から基本情報を整理し
て，保険者に対して推奨すべき医薬品リストを作成
する

• 第三者機関の委員会で決定
• 社外の医師，薬剤師より構成される第三者機関の委員会
で，この推奨医薬品リストに関する医学的評価や，新薬，
新規適応，臨床応用例について検討

• さらにジェネリック医薬品の置き換えなどの経済性につ
いても検討して，医薬品フォーミュラリーを決定



フォーミュラリー②
（推奨医薬品リスト）

• 保険者は，契約先のPBM会社がフォーミュラリーに採
用した医薬品しか保険償還の対象としない

• 医師がこの保険者に加入する患者にフォーミュラリー
以外の処方をおこなうと，患者の自己負担となってし
まう。

• そしてフォーミュラリーには経済性の観点から，多数
のジェネリック医薬品が採用されている

• こうしたフォーミュラリーのおかげもあって米国では，
ジェネリック医薬品の普及が進み，現在では数量ベー
スで90％の医薬品がジェネリック医薬品に置き換わる
ことになった



保険者と取り組む
フォーミュラリー

日本調剤が取り組む

フォーミュラリー事業推進部

増原慶壮取締役



地域フォーミュラリーで
医薬品費減‐ジェネリック薬切替に加え、
先発品も抑制 【日本医薬総合研究所】

• 「フォーミュラリー」を地域全
体で幅広く導入することによっ
て、単に先発品をジェネリック
医薬品（GE薬）に切り替えるだ
けの場合に比べ、医薬品費削減
効果は大きくなる

• 関氏は、2017年度に日本調剤の
各薬局が応需した院外処方箋
データの集計値をもとに、4薬
効群でフォーミュラリーを導入
した場合に医薬品費がどう変化
するかを試算した

• フォーミュラリーに沿って先発
品を同一成分のGE薬に変更した
り、先発品を他成分のGE薬に変
更したりした場合の医薬品費を
算出。GE薬に切り替えるだけの
場合に比べ、フォーミュラリー
導入時の医薬品費削減額は2倍
強に達することが明らかになっ
た。

日本医薬総合研究所の関こころ氏
2018年8月 日本ジェネリック医薬品・
バイオシミラー学会（京都）で発表





静岡県内にて対象の4薬効群（※注1）で、後発品への変更と
地域フォーミュラリーを導入した場合の医薬品費削減効果の想定額









第4期医療費適正化計画で都
道府県別フォーミュラリーを

導入しては？
①都道府県別の調剤情報はオンライン資格確認システムを活用

②都道府県がITベンダー等にフォーミュラリー作成、モニター等
を委託（日本版PBM会社が必要）

③都道府県のジェネリック使用推進協議会等で都道府県別
フォーミュラリーを承認、実施モニター、効果検証等の検討審
議を行う

④都道府県フォーミュラリーによる医療費削減効果を測定する



パート６
リフィル処方せん

2022年診療報酬改定でリフィル処方せん解禁



リフィル処方箋

•リフィル（補充調剤）

•リフィル処方箋は米国で
は1951年から導入

リフィル4回まで可





日本版リフィル処方せん







リフィル＋検査してはどうか？

ヘモグロビンＡ１Ｃとコレステロール値
が6分でわかる！ 超便利！

日本調剤麻布十番薬局（港区）



衣笠病院の門前の横須賀薬局
と90日リフィルの臨床研究
• スタチン単剤の患者さん
を対象

• 90日リフィル3回のうち2
回を予期雄か薬局で、コ
パスを使った自己採血に
よるコレステロール値を
モニター

• 栄養士による栄養指導

• トレーシングレポートで
処方医にフィードバック

• 患者待ち時間、自己負担
の軽減等の経済評価を行
う



リフィル処方せんの患者意向



リフィル処方箋の実態と
医療費削減効果について

日本システム技術株式会社（JAST）の保有するレセ
プトデータ（約815万人 2023年2月時点）

2022年4月～2022年11月診療と比較用の前年同月
（2021年4月～2021年11月）のデータ



リフィル処方せん発行率
月間0.04～0.1％以下



リフィル対象薬



病床規模別リフィル処方せん率



診療科別リフィル処方せん率



リフィル処方箋の処方割合上位5位までのリ
フィル処方箋の処方前後の一人当たり医療費
の平均変化率



第4期医療費適正化計
画とリフィル処方せん

都道府県別リフィル処方せん発行率、医
療費削減額をモニターしてはどうか？



パート７
重複投与・多剤投与







2022年10月31
日からモデル

事業



重複投与チェック例
15万件のうち8千件、

5.2％の重複投与例



電子処方せんが普及したら
重複投与率を導入しては？

都道府県別重複投与率の導入



パート８
セルフメデイケーション

「スイッチOTCラグ」
海外では承認されている

OTCが日本では未承認





骨太の方針2023

• 創薬力強化に向けて、革新的な医薬品、医療機器、再生医療等製
品の開発強化、研究開発型のビジネスモデルへの転換促進等を行
うため、イノベーションの評価などの更なる薬価上の措置、計画
の推進を通じた情報基盤の整備や患者への還元等の解析結果の利
活用に係る体制整備

• 大学発を含むスタートアップへの伴走支援、臨床開発・薬事規制
調和に向けたアジア拠点の強化、国際共同治験に参加するための
日本人データの要否の整理

• 小児用・希少疾病用等の未承認薬の解消に向けた薬事上の措置と
承認審査体制の強化等を推進する。

• さらに、新規モダリティへの投資や国際展開を推進するため、政
府全体の司令塔機能の下で、総合的な戦略を作成する。

• 医療保険財政の中で、こうしたイノベーションを推進するため、
長期収載品等の自己負担の在り方の見直しなどを進める。

• OTC医薬品・OTC検査薬の拡大に向けた検討等によるセルフメディ
ケーションの推進

• バイオシミラーの使用促進、後発医薬品等の安定供給確保、後発
医薬品の産業構造の見直しを図る。

。

OTC医薬品の記
載あり











日本再興戦略で
スイッチOTCの

促進







「日医としては，基本的に，生活習慣病治療薬がOTC薬化されるのはなじまない

と考えており，新たなセルフメディケーションにおける一般用医薬品のあり方につ
いての検討の場では，そうした考えで臨みたい」



評価検討会
議により承
認数が減る







規制改革推進会議

• 評価検討会議の役割に
ついても、「提案のあった
成分のスイッチOTC化に
当たっての課題を整理・
提示するもの」

• 「スイッチOTC化の可否
を決定する者ではない

• 全会一致制も廃止し、賛
否が分かれた場合は意
見を列挙して、薬食審に
意見として提示する仕組
みとする。 規制改革推進会議小林喜光議長・

（三菱ケミカルホールディングス取締役会長）
2020年７月２日。

評価検討会議の正
常化が果たされた



しかし、いまだに
緊急避妊薬のOTC
化は承認されてい

ない！





市民団体「緊急避妊薬を薬局で入手を実現するプロジェクト」
2020年7月21日、活動に賛同する約6万7000筆の署名と要望書を
国に提出した。



やっと、試験的に
薬局での販売を認
めることになった



90日3回リフィルの
医薬品はOTC化へ



第4期医療費適正化計画に
スイッチOTC使用率を測定

しては？
しかし、スイッチOTC使用率の計測が難しい

セルフメデイケーション税制を代替指標として使用？

スイッチOTCの領収書★印をお薬手帳に添付する

電子お薬手帳にスイッチOTCも掲載する



まとめと提言
・医療費適正化計画は国、都道府県、
保険者が行う共同計画

・第4期医療費適正化計画に都道府県別
フォーミュラリーを！
・第4期医療費適正化計画に新たな指標を
バイオシミラー8060率、リフィル率、
重複投与率、OTC化率を！



医療介護DX
～コロナデジタル敗戦からＡＩまで～

• 武藤正樹著
• DXやAIはこれからの医療・介
護に必須である。
本書はDXやAIに関心がある方、
これから学ぼうとする方へ基
礎をわかりやすく解説した

• 発行：日本医学出版

• 2023年5月29日
• A5判
• 216ページ
• 定価 2,200円+税

どうする
マイナトラブル

https://www.hanmoto.com/bd/search/publisher/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%8C%BB%E5%AD%A6%E5%87%BA%E7%89%88


ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
muto@kinugasa.or.jp

日本医療伝道会衣笠病院グループで内科外来（月・木）、老健、在宅クリニック（金）を
担当しています。患者さんをご紹介ください

mailto:muto@kinugasa.or.jp
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